原則：地方税法の規定により、過誤納金返還請求の時効は５年で消滅

　　　＝５年以前分の誤って支払った分は、返還されません。

判例：いくつかの判例で、５年以前分でも支払いを命じる判決があります。

　　　→以下、ご参考までに何例かご紹介します。

【1】 誤った固定資産税課税に対し、時効５年ではなく、民法を適用して、５年以前分も返還を命じた事例

→（結論）昨日（Ｈ２１／４／２４）に名古屋高裁で判決が出たばかりの模様です（愛知県のＮＨＫ２０：４５のニュースで報道）。従って、詳細はまだ不明です。

【2】 住宅用地の特例があるにも関わらず、適用漏れがあり、５年以前分が返還されなかった事例

→（結論）「納税者に落ち度がないのに救済されないのは極めて不当」として救済

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

　平成１７年１１月１６日神戸地裁判決　読売新聞

　神戸市が都市計画税と固定資産税を超過請求していた課税ミスを巡り、同市の

男性（５８）が市を相手取り、地方税法上の時効（５年）を理由に返還を拒否さ

れた約３７万円と慰謝料計約９７万円の支払いを求めた国家賠償訴訟の判決が神

戸地裁であった。

　佐藤明裁判長は「納税者に落ち度がないのに救済されないのは極めて不当」と

して、約３７万円の支払いを命じた。慰謝料の請求は棄却した。
　判決によると、男性は１９９５年８月、同市北区に土地を購入し、自宅を建設

した。住宅用地は特例で両税が軽減されることになっていたのに、市は軽減措置

を取らなかった。２００３年度にミスが判明し、市は男性に９９年度までの過払

い分を返還したが、９８年度以前の約３７万円は時効だとして返還しなかった。
　横浜市などでは、課税ミスの時効後も実質的に返還する要綱を設けているが、

神戸市は課税明細書が送付されなかった場合に限定している。

【3】 既に壊した建物について、誤って固定資産税が課税された事例

→（結論）時効は５年と認めつつも、「公務員に故意過失がある場合まで、短期の消滅時効期間を定めて徴税行政の安定とその円滑な運営を被害者の不利益救済に優先させる」必要はないとして救済

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

草津市不当利得返還請求事件

●判決年月日               平成3年12月9日

●裁判所名及び事件番号     大津地方裁判所・平成2年ワ第328号

●経過

　　昭和57年 1月         　　　原告所有の家屋滅失

　 　　　　　 9月         　　　滅失登記

　　昭和59年度～平成元年度     当該滅失家屋に固定資産税課税

　　平成 2年 3月         　　　課税誤り発見、昭和60年度から平成元年度までの

固定資産税（還付加算金）を還付

　平成 2年 7月11日    　　　不当利得返還請求訴訟提訴

●判決の要旨

①　本件課税処分には、課税客体の存否という課税処分の根幹に関する重大かつ

明白な過誤が存している。

　原告には、固定資産課税台帳の縦覧の機会はあっても期間が短く、かつ、縦覧

する義務はない。また、課税手続き等について専門的知識を欠いており、さらに、

登記手続は適切に済ませていることから、本件課税処分による不利益を甘受させ

ることが著しく不当と認められるので、本件課税処分は無効である。

②　納付された租税につき納付の当初から納付すべき理由がなく、あるいは納付

後に納付すべき理由が消滅したとすれば、その納付金は、地方税法第17条にいう

過誤納金に当たる。地方税法には徴税行政の安定とその円滑な運営という租税関

係の特殊性にかんがみ民法とは異なった特別の規定がおかれていることから、本

件過誤納金還付請求権については地方税法の規定が適用され、消滅時効期間は5

年である。

③　消滅時効期間の起算点は、請求権を行使するについて法律上の障害がなくな

ったときと解すべきであり、本件課税処分は無効であって法律上は納付後直ちに

その返還を請求できるのであるから、消滅時効期間の起算点は本件納付のあった

日である。

④　地方税法第18条の3は過誤納金還付請求権及び同法の規定による還付金に係

る請求権の消滅時効について規定したものであり、公務員に故意過失がある場合

まで、短期の消滅時効期間を定めて徴税行政の安定とその円滑な運営を被害者の

不利益救済に優先させる趣旨とは解されない。したがって、本件国家賠償請求権

には民法第724条の適用があり、時効消滅していない。

⑤　原告の主張は、草津市に対し国家賠償請求権に基づき納付金相当額及び民法

所定の年5％の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があり認容する。
